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年間支給率 （月分）

長　　等 0 27,480 8,823 3.35 0 0 0 36,303 14,732 51,035

議　　員 96,780 0 31,071 3.35 0 0 0 127,851 32,168 160,019

その他の
特別職

59,754 0 0 0 0 0 59,754 6,471 66,225

計 156,534 27,480 39,894 0 0 0 223,908 53,371 277,279

長　　等 0 25,733 8,386 3.40 0 0 0 34,119 14,659 48,778

議　　員 96,782 0 31,535 3.40 0 0 0 128,317 33,879 162,196

その他の
特別職

126,870 0 0 0 0 0 126,870 9,018 135,888

計 223,652 25,733 39,921 0 0 0 289,306 57,556 346,862

長　　等 0 1,747 437 0 0 0 2,184 73 2,257

議　　員 △ 2 0 △ 464 0 0 0 △ 466 △ 1,711 △ 2,177

その他の
特別職

△ 67,116 0 0 0 0 0 △ 67,116 △ 2,547 △ 69,663

計 △ 67,118 1,747 △ 27 0 0 0 △ 65,398 △ 4,185 △ 69,583

区　　　　分
職員数

（人）

0

0

18

982

1,003

3

期末手当
合　　計 備　　考

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

地域手当
寒冷地
手当

その他
の手当

計

本
 

年
 

度

前
 

年
 

度

比
　
 
 

較
△ 460

△ 460

18

1,442

1,463

3

給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書

（単位：千円）１．特　別　職

報　　酬 給　　料
共 済 費



職 員 数

（人） 報　　酬 給　　料 職員手当 計

354
( 177 )

353
( 187 )

1
( △ 10 )

（単位：千円）

区　　　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 管理職手当
時間外勤務

手 当
期末・勤勉手当

本　年　度 35,034 30,020 26,705 30,175 114,954 543,617

職員手当の 前　年　度 33,666 24,292 28,021 28,080 116,272 542,790

比　　　較 1,368 5,728 △ 1,316 2,095 △ 1,318 827

内　　訳 区　　　分 特殊勤務手当
管 理 職 員

特別勤務手当
児童手当 地域手当

本　年　度 2 455 20,940 679

前　年　度 2 539 19,825 533

比　　　較 0 △ 84 1,115 146

（単位：千円）

※（　　）内は再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員を外書き

備　　考
給　　　   　　　与　　　　   　　費

区　　分 共 済 費 合　　計

本　年　度 1,318,949

1,323,623

△ 4,674

802,581

794,020

8,561

2,742,575

2,661,442

２．一　般　職

　（１）　総　括

前　年　度

比　　較 77,246

543,799

621,045

81,133

754,471

745,685

8,786

3,497,046

3,407,127

89,919
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（単位：千円）

職 員 数

（人） 給　　料 職員手当 計

323
( 13 )

324
( 17 )

△ 1
( △ 4 )

（単位：千円）

区　　　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 管理職手当
時間外勤務

手 当
期末・勤勉手当

本　年　度 35,034 30,020 25,075 30,175 109,507 493,789

職員手当の 前　年　度 33,666 24,292 26,021 28,080 110,225 503,621

比　　　較 1,368 5,728 △ 946 2,095 △ 718 △ 9,832

内　　訳 区　　　分 特殊勤務手当
管 理 職 員

特別勤務手当
児童手当 地域手当

本　年　度 2 455 20,940 679

前　年　度 2 539 19,825 533

比　　　較 0 △ 84 1,115 146

区　　分

※（　　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

　ア　会計年度任用職員以外の職員

2,646,5131,992,994745,6761,247,318

△ 18,304比　　較

前　年　度 1,256,451 746,804 2,003,255 2,664,817

本　年　度

△ 10,261△ 1,128△ 9,133

給　　　   　　　与　　　　   　　費
備　　考合　　計共 済 費

△ 8,043

661,562

653,519



職 員 数

（人） 報　　酬 給　　料 職員手当 計

31
( 164 )

29
( 170 )

2
( △ 6 )

（単位：千円）

区　　　分 通勤手当
時間外勤務

手 当
期末手当

職員手当の

内　　訳

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

49,828

39,169

10,659

1,630 5,447

2,000 6,047

△ 370 △ 600

84,123

100,952

16,829

850,533

742,310

108,22377,246 4,459 9,689 91,394

749,581

658,187

（単位：千円）

区　　分
給　　　   　　　与　　　　   　　費

共 済 費 合　　計 備　　考

本　年　度

前　年　度

比　　　較

　イ　会計年度任用職員

比　　較

前　年　度

本　年　度 621,045 71,631 56,905

67,172 47,216543,799
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円）

給与改定に 0

伴う増減分

昇給に伴う 12,067 平均昇給率 1.35%

増加分

その他の増減分 △ 16,741 採用見込 9 前年度職員数 増減 計

退職その他 10 324 △ 1 323 （人）

増減事由別内訳（千円）

△ 4,674給料

説　　　明 備　　　考



9,904

扶養手当 1,368

住居手当 5,728

通勤手当 △ 1,316

管理職手当 2,095

時間外勤務手当 △ 1,318

期末・勤勉手当 △ 9,077

管理職員特別勤務手当 △ 84

児童手当 1,115

地域手当 146

その他の増減分 △ 1,343

制度改正に
伴う増減分

9,904

8,561職員手当

会計年度任用職員制
度への移行に伴う増
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  （３）　給料及び職員手当の状況

　    ア　職員１人当たり給与　

　 イ　初  任  給

技能労務職　（円）
技能労務職　（円）

375,514

区　　　　   　         　　　　分

45.8

　令和3年1月1日　現在 362,835

　平均給料月額    　（円）

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

40.0　平  均  年  齢　　　（歳）

309,664

　平均給与月額    　（円）

348,896

　令和2年1月1日　現在 　平均給与月額    　（円）

182,200

一般行政職　（円）区　　   　分

342,996　平均給料月額    　（円）

国　　　　　の　　　　　制　　　　　度

298,860

一般行政職　（円）

44.2

344,993 371,910

　平  均  年  齢　　　（歳） 39.3

高　　校　　卒

大　　学　　卒 182,200 182,200

150,600

－

147,900154,900 154,900



   ウ　級別職員数

級 職 員 数 （人） 構成比（％） 級 職 員 数 （人） 構成比（％）

13 4.4 0 0.0
( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

44 14.7 2 8.7
( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

　　 94 31.4 2 8.7
( 13 ) ( 92.9 ) ( 3 ) ( 100.0 )

95 31.8 19 82.6
( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

11 3.7 0 0.0
( 1 ) ( 7.1 ) ( 0 ) ( 0.0 )

35 11.7
( 0 ) ( 0.0 )

7 2.3
( 0 ) ( 0.0 )

299 100.0 23 100.0
( 14 ) ( 100.0 ) ( 3 ) ( 100.0 )

25 8.4 0 0.0
( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

49 16.4 2 8.0
( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

　　 76 25.4 3 12.0
( 14 ) ( 93.3 ) ( 4 ) ( 100.0 )

99 33.1 20 80.0
( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

8 2.7 0 0.0
( 1 ) ( 6.7 ) ( 0 ) ( 0.0 )

35 11.7
( 0 ) ( 0.0 )

7 2.3
( 0 ) ( 0.0 )

299 100.0 25 100.0
( 15 ) ( 100.0 ) ( 4 ) ( 100.0 )

－

計

－ －

※（　　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

　　令和2年1月1日 　現 在 ４　級 ４　級

５　級

－

２　級

３　級 ３　級

７　級 ７　級

６　級

計

５　級

２　級

４　級

５　級

６　級

１　級

２　級

４　級

５　級

２　級

計

６　級

１　級

計

６　級 －

－

１　級

３　級

１　級

一    般    行    政    職

－

　　令和3年1月1日 　現 在

３　級

－７　級７　級

区             分
技   能   労   務   職
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　（級別の基準となる職務）

区　　　　　分 １　　　　級 ２　　　　級 ３　　　　級

　主事の職務 　主事の職務 　係長、主査、主任主事、主任、　

　その他の職員 　その他の職員 　主事の職務、その他の職員

４　　　　級 ５　　　　級 ６　　　　級 ７　　　　級

　係長、企画主査、主査、 　部長、課長、主幹、 　部長の職務

　掛長、技術員の職務 　参事の職務

一  般  行  政  職

　課長、主幹、参事、課長補佐、

　指導主事、参事補、企画主査、

　指導主査、指導技術員の職務



  エ　昇給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

323 301 22

317 295 22

４号給  　（人） 187 174 13

その他  　（人） 130 121 9

98.1 98.0 100.0

324 299 25

314 289 25

４号給  　（人） 177 158 19

その他  　（人） 137 131 6

96.9 96.7 100.0

前
　
年
　
度

  職　　    　員  　  　　数　  　（Ａ）　　（人）

　比　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　　　（％）

  昇給に係る職員数　　　　 　（Ｂ）　　（人）

号給数別内訳

合        計
代  表  的  な  職  種

区　　　　　　　　　　分

　比　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）　　　　（％）

本
　
年
　
度

号給数別内訳

  昇給に係る職員数　　　　 　（Ｂ）　　（人）

  職　　    　員  　  　　数　  　（Ａ）　　（人）
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　オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の標準的な支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　地域手当

( 1.175 ) ( 2.35 )

2.25

2.225

3

定年前早期
退職特例措置

（３%～４５％加算）

1

10

24.586875

支 給 対 象 地 域

　支　　給　　率　　　（％）

小郡市

0

筑紫野市

6

( 1.175 ) ( 1.175 )

( 1.175 )

2.25 4.50

2.225

支 給 率 計
（月分）

職制上の段階、
職務の級等による

加算措置

備 　考

( 2.35 )

( 1.175 ) ( 2.35 )

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

2.225

６月　（月分）

2.225

有

　支給対象職員数　（人）

4.45

基 づ く 支 給 率（％）
0

区　　　分
２５年勤続の者

（月分）

47.709 47.709

10

321 1

３５年勤続の者
（月分）

最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加算措置等

支　給　率　等

本　 年 　度

前 　年　 度

国 の 制 度

備　　考

有

有

4.45

国 の 指 定 基 準 に

国  の  制  度
（支給率等）

33.27075

( 1.175 )

33.27075 47.709

福岡市

定年前早期
退職特例措置

（２％～２０％加算）
47.709

区　　　分

２０年勤続の者
（月分）

24.586875

１２月　（月分）



  ク　特殊勤務手当

技 能 労 務 職

0.0

  ケ　その他の手当

区            分

扶　　　養　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

通　　　勤　　　手　　　当

国 の 制 度 と の 異　 同 差    異    の    内    容

0.0 0.0

一 般 行 政 職

　　給料総額に対する比率　　　（％）

区           分

　　交通用具利用者の距離別支給額

同

一部異

同

0.0

　　行旅病死人取扱手当、伝染病作業手当、災害作業手当、災害出動手当

　　　　（令和3年1月1日現在）　
3.7 4.0

　　支給対象職員の比率　　　　（％）

代    表    的    な    職    種
全     職     種

　　代表的な特殊勤務手当の名称
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（歳入） ・地方消費税交付金（社会保障財源交付金） 584,000 千円

（歳出） ・社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 8,422,371 千円

　（うち一般財源所要額 3,565,846 千円）

【社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費】

国県支出金 地方債 その他

社会福祉事業 50,236 2,821 47,415

高齢者福祉事業 147,478 3,311 23,946 120,221

障害者福祉事業 1,892,934 1,357,900 28,123 506,911

児童福祉事業 3,324,960 2,236,555 8,900 259,034 820,471

母子父子福祉事業 39,285 20,524 641 18,120

生活保護事業 638,208 494,623 5,030 138,555

小　　計 6,093,101 4,112,913 8,900 319,595 1,651,693

国民健康保険事業 469,630 244,876 224,754

後期高齢者医療事業 892,743 123,371 769,372

介護保険事業 704,132 33,367 670,765

小　　計 2,066,505 401,614 1,664,891

母子保健事業 49,351 1,665 1,921 45,765

疾病予防対策事業 211,644 2,067 7,850 201,727

健康増進事業 1,770 1,770

小　　計 262,765 3,732 9,771 249,262

8,422,371 4,518,259 8,900 329,366 3,565,846

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　　計

引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源交付金）が充てられる社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費

事業名 経費

財源内訳

特定財源
一般財源


